



















EU のコミュニティ主導型地域開発（Community-Led Local Development：CLLD）
が内包する可能性を示すことである。
　第 1 節では、まず EU 農業部門の労働環境が望ましいものではないためそこでの正
規雇用が減少しているのとは対照的に、同部門の一時雇用が増加していることを示す。
次にそれを移民が担うこと及び彼らは農産物生産以外の面でも農村に不可欠となって
























に貢献するものとして EU の二つのプログラム、農村経済開発の諸活動の連結（Liaison Entre 
Actions de Développement de l'Économie Rurale: LEADER）及びコミュニティ主導型地域開
発（Community-Led Local Development: CLLD）の可能性を示すことである。
　第 1 節では、まず EU 農業部門の労働環境が望ましいものではないため、そこでの正規雇用
が減少しているのとは対照的に、同部門の一時雇用が増加していることを示す。次にそれを担
うのが移民であること及び彼らは農産物生産以外の面でも農村に不可欠な存在となっているこ







1） 　MDP とは、EU の困窮者向け食糧支援プログラム（Food Distribution Programme for the Most 
Deprived Persons）を指す。これは 2014 年から困窮者向け欧州援助基金（Fund for European Aid to 
the Most Deprived：FEAD）へと姿を変え、それと同時に CAP の枠外の基金となった。MDP 及び
FEAD について島村（2017）を参照。
2） 　Directive 2014/36/EU of the European Parliament and of the Council of 26 February 2014 on the 
conditions of entry and stay of third-country nationals for the purpose of employment as seasonal 
workers（OJ L 94, 28.3.2014, p. 375–390). なお第三国人（third-country nationals）とは EU 機能条約第
20 条 1 項の意味での EU 市民ではない者を指す。
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EU の農村における移民労働者と社会的包摂のためのコミュニティ主導型地域開発（CLLD）
第 1 節　EU 農業部門の雇用と移民
1.1　EU 農業部門の雇用





ける一時雇用の存在感は増してきていると言える。なお、EU28 はクロアチアが EU に加盟し
た時点（2013年7月1日）での28加盟国を、EU27はそれからクロアチアを除いた27加盟国を、






























3） 　European Commission（2010）, pp.2-3.
4） 　European Economic and Social Committee（2000）, pp.93-94.
5） 　ギリシア以外の国について Kasimis（2005）は次のように述べている。2000 年において農業部門で雇
用される季節労働者の 60% が移民であるイタリアでは、豚、牛、ワイン、果実及び野菜の生産者が移
民を雇用していた。移民の 13% が農業部門で働いているのに対して、イタリア人のその割合は 5% に過
ぎなかった。農業部門の移民労働者の出身国を見るとポーランド、チェコ及びルーマニアで全体の三分
の二を占め、残りはインドとアフリカ諸国で構成されていた。次にイチゴ、柑橘類、豚及び温室栽培の
生産者が移民を雇用するスペインでは、2001 年に正規化を申請した移民の 13% が農業に従事していた。







　Kasimis, et al.（2003, pp.169-170）はギリシアの移民の歴史を次のように描いている。1950









80 万人をギリシアは受け入れた。2000 年の人口調査によれば、これはギリシア人口（約 1100
万人）の 7% 以上に相当し、ギリシアの現役世代人口と比較すれば移民の割合は 15% 以上で















































7） 　Kasimis, et al.（2003）, pp.173-175.
8） 　季節労働に従事する労働者は、収穫期以外には本国で生活する場合もあれば、都市か農村かを問わず
ホスト国の中を転々と移動しさまざまな職に就く場合もある（Kasimis, et al., 2003, p.179）。
9） 　Kasimis, et al.（2003）, p.177.
10） 　Kasimis, et al.（2003）, pp.179-180.
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　ここまで主に 2003 年の文献に頼ってきたが、Kasimis（2008, pp.519-523）を見ると、これも














11） 　2010 年、入国または滞在の許可を持たないという理由によりギリシアで逮捕された人の数は 13 万人
を超えた（2006 年には 10 万人弱）。法的許可を欠いたギリシアへの入国はアルバニアからの陸路並び
にトルコからの陸路及び海路を通じて実行されるが、2010 年の逮捕者数はトルコからの陸路が最多で、






























（Commission of the European Communities, 2005, p.7）。
　EU の選別的移民政策の一例として EU ブルーカード 15）を挙げよう。EU は域内の若年人口
の減少と米国の積極的な高度技能移民の受入政策に対抗するため、通称ブルーカード指令を




















　Brexit の前であれば EU 加盟国の国籍の保有者は自由に英国で働くことができる。上記文書










18） 　本稿執筆時点で英国の EU 離脱の詳細は交渉中である。
19） 　House of Lords European Union Committee（2017, p.68）によれば、英国の園芸部門だけで 8 万人の
季節労働者を雇い、その 98% が EU 内移民である。このほかに乳製品、卵、豚肉及び鶏肉の生産が主
として中東欧からの移民労働者に支えられている。


















た。こうした議論を踏まえて、House of Lords European Union Committee (2017, pp.69-71) は、













　季節労働者指令の制定の第一歩は、2010 年 7 月 13 日の欧州委員会による同指令の提案書












































に証明されなくてはならない（詳しくは同指令第 6 条および第 20 条を参照）。
　加盟国は第三国人が季節労働者として滞在できる最長期間を 5 ヶ月から 9 ヶ月の範囲で決め
なくてはならない（第 14 条）。いずれかの加盟国においてすでに季節労働者として働いている
第三国人は、滞在の最長期間を超過しない範囲で、契約の延長または雇用者の変更を行うこと
ができる（第 15 条）。また循環的移民、すなわち季節労働を担うために EU に戻ってくる第三
国人の加盟国への再入国の手続きを簡便にする（第 16 条）。
　就業と労働の条件（就業可能な最低年齢、賃金、労働時間、休暇、衛生安全基準など）につ




の制限が認められる社会保障分野もある（第 23 条 2）。
　加盟国は、権利侵害を未然に防ぐための対策、侵害を罰するための対策および季節労働者が
雇用者への苦情を自らもしくは第三者を通じて申し立てるための効果的な制度を整えなくては
ならない（第 24 条および第 25 条）。
　このように規定される季節労働者指令は、移民労働者の労働と居住の環境を保障する規定な
ど、肯定的に評価すべき要素も含んでいる。しかし、AEDH (2014) の批判、すなわち、EU が
基本権憲章第 20 条で「誰もが法律上平等である」と述べているにもかかわらず、EU 市民と移
民労働者の全面的な平等待遇を加盟国に義務づけているわけではない（第 23 条 2）という批
判 24）は妥当である。EU 側に都合の良い条件で働く移民だけがこの指令の対象となるとみなさ
れても仕方あるまい。
第 3 節　LEADER/CLLD を通じた移民の包摂の可能性
3.1　 LEADER/CLLD とは何か
　EU 出身者、特に若者が農業部門での就労を選択しない要因を本稿 1.1 で指摘したが、その
要因がすぐに消滅することはないだろう。とすれば農業部門と農村が移民に頼るという状況は














（European Agricultural Fund for Rural Development：EAFRD）が創設されることになった。
なお CAP 第一の柱は市場・価格政策（直接支払い 26）を含む）である。
　実はこれ以前にも、農村の発展を促す措置は存在した。それが山内（2018、第 3 節）で詳
述されている LEADER（1992 年創設）である。その目的は農村経済の開発を実現するための
諸活動を結びつけることである。第一期（LEADER Ⅰ、92 ～ 94 年）、第二期（LEADER Ⅱ、
94 ～ 99 年）そして第三期（LEADER+、2000 ～ 06 年）を経て、LEADER は 2007 ～ 13 年
の多年度財政枠組み（Multiannual Financial Framework：MFF）27）において農村開発政策











27） 　EU では一定期間（通常は 7 年間）を一つのまとまりとして長期予算（すなわち MFF）を組んだ後、












地のコミュニティが主導して地域開発を実践するための支援策、すなわち CLLD が 2014 ～
20 年 MFF において創設された 29）。農村開発のための LEADER は CLLD の一つとなり、
LEADER/CLLD と表記されることが増えた 30）。
　LEADER の実施費用 31）を負担する EU の基金は EAFRD だったが、2007 ～ 13 年 MFF か







29） 　CLLD に関する研究成果を多数収録した雑誌として、European Structural and Investment Funds Journal
がある。これに掲載された Peters（2013）は 2014 ～ 20 年の CLLD の概要を分かりやすくまとめている。
30） 　LEADER の手法を用いるが EAFRD 以外の基金を利用する場合には、単に CLLD と表記される。
31） 　LEADER 及び CLLD の実施費用について、加盟国も一定割合を負担しなくてはならない。これを共
同資金負担（co-financing）という。




33） 　欧州地域開発基金（European Regional Development Fund）は、EU 内地域間の格差の是正を目的
とし、次の 4 分野での投資、すなわち 1. イノベーションと研究、2. デジタル化、3. 中小企業支援、4. 
低炭素経済の分野での投資を最優先目標として掲げている（https://ec.europa.eu/regional_policy/en/
funding/erdf/）。









ネットワーク（European Network for Rural Development: ENRD）のサイト36）が便利である。
ここでは、次に紹介するスウェーデンのプロジェクトの他、EU 各地で実施された、移民（難
民を含む）の社会的包摂のための CLLD プロジェクトを確認できる。
　ENRD に掲載された“Ny på landet - Rural Newcomers”というプロジェクト 37）の内容を
紹介しよう。社会的包摂と地域開発を目的として 2018 ～ 20 年にスウェーデンで実施され、総
予算は約 16 万ユーロ（EAFRD が約 8 万ユーロ、残りをスウェーデンの政府や自治体が負担）
であるというのが、この LEADER/CLLD プロジェクトの概要である。これは 2018 年にまっ
たく新しく始められたものではなく、同名で同種のプロジェクトが 2011 年から存在していた。
























すべて 2019 年 9 月 29 日である。
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Migrant Workers in a Rural Area of the 
European Union and Community-Led Local 
Development （CLLD） for Social Inclusion.
  In growing dependence of a rural area in the European Union on 
migrant workers, whose situation is often vulnerable, the EU has 
tried to ameliorate their environment, for example, laying down 
Seasonal Workers Directive in 2014. Nevertheless, a large number 
of them are still placed in a state of social exclusion, even if they 
legally stay and work in Europe. This article suggests how CLLD 
（Community-Led Local Development）, one of the EU programmes 
for local development, can help them attain social inclusion. 
  Section1 explains that immigrants have played a variety of roles to 
contribute to the rural economy, especially by supplying temporary 
farm workforce in the aging countryside. Section2 describes 
how they experience violations of their social rights despite the 
contribution explained in the previous section. Section3 highlights 
CLLD as an effective means to alleviate the social exclusion of rural 
immigrants.
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